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場群）が国家主導によって強制的に結成された（下⾕, 1993, 222 ⾴）。この時代の⽇
本は完全な国家統制経済であり、そのもとで親⼯場を基軸にした下請関係の専属化や




ら 1970 年代にかけて徐々に形成され、その後 1990 年代に確⽴したと⾔われる（藤本, 
1998; 植⽥, 2004 等）。三度⽬に注⽬される⽇⽶構造協議では、⽶国側は系列取引の閉
鎖性を指摘したが、⽇本側は系列取引が効率的なシステムであり、わが国の国際競争































































 こうして、JIT（Just in Time）や TQC（Total Quality Control）を軸とするフレキ
シブルな⽣産同期化および継続的な品質改善・コスト低減の仕組みが構築されていっ
た（藤本, 1998, 54 ⾴）。アセンブラーはこうした仕組みによる改善成果を独占せずに、
サプライヤーに還元することでコスト低減努⼒に対するインセンティブとする理想を
掲げている（藤本, 1998, 54 ⾴）。ただし、実際にはルールとして明⽂化されておらず、
アセンブラーによるコスト削減成果の先取りが⾏われている（Cusumano and Takeishi, 
1991, pp. 578-583）。またアセンブラーは、予期できぬ⽣産量の減少に遭遇したとき、
そこで発⽣するリスクを吸収する傾向にある（Asanuma and Kikutani, 1992）と⾔わ
れる⼀⽅で、アセンブラーはそのリスク吸収を、サプライヤーの⽣産・開発システム
のフレキシビリティを利⽤して⾏っているとも⾔われている（Cusumano and Takeishi, 


















た（⻄⼝, 2000, 36-42 ⾴）。当時のアセンブラー（⾃動⾞メーカー）は⽣産⾼の約 40％
を部品としてサプライヤーから購⼊しており、サプライヤーの⽣産⾼の約 90%はアセ
ンブラーからの下請業務が占めていた（⻄⼝, 2000, 43 ⾴）。そこで⽇本政府は、この
アセンブラーとサプライヤーの取引関係を強化するために産業資源を総動員する⼀連
の法律を導⼊し、アセンブラーに対するサプライヤーの専属化（親⼯場と協⼒⼯場群）
を促進した（下⾕, 1993, 222 ⾴; 港, 1990, 15 ⾴; ⻄⼝, 2000, 38 ⾴）。サプライヤーは
特定のアセンブラーに専属化することで、アセンブラーからの技術指導や⾦融援助を















⼒⽔準を規定することを明らかにした（植⽥, 2004, 53 ⾴）1。 
⼯場制下請を⾒てみると、サプライヤーはアセンブラーから資本的・経営的⽀援を
受けることもなく、技術的な管理も場当たり的に⾏っていた（藤⽥, 1965, 43 ⾴）。た
だし、サプライヤーはアセンブラーからの様々な要求にいつでも応えられるようにし
ていなければならなかったため、アセンブラーから掛け売りで中古の設備類を購⼊し、
電動式やガソリン式の⼩型原動機や旋盤等を⼀通り備えていた（藤⽥, 1965, 60-61 ⾴）。
当時のサプライヤーは⽀給された図⾯と仕様書に従って部品を製造・加⼯するだけで、















安定さを回避しようとした（植⽥, 2004, 55 ⾴）。ただし、それらはあくまでも⼀時的
な策に過ぎず、軍需関連部⾨の下請としてアセンブラーとの不安定な取引を続ける以
外に選択の余地はなかった（植⽥, 2004, 56 ⾴）。 
⽇本政府によって半ば強制的に作られたアセンブラーにサプライヤーが専属化す
る仕組みは、戦時の混乱や下請化が⼤規模だったこともあり完全には統制できずに、























産特殊性しか必要としない単純な加⼯や部品製造を⾏っていた（⻄⼝, 2000, 77-79 ⾴）。
需要拡⼤によりアセンブラーとサプライヤーの双⽅で積極的な設備投資が⾏われ⽣産
⼒や技術⼒の向上が⽬指されていたが、需要が増⼤すればするほどアセンブラーとサ
プライヤーの資⾦的および技術的な格差は広がっていった（港, 1990, 15 ⾴）。 
格差は広がる⼀⽅で、1960 年代頃からサプライヤーの⽣産⾼を下請業務が占める割
合は徐々に増し、アセンブラーとサプライヤーが互いに依存する度合いは⾼まってい
た（⻄⼝, 2000, 122-12 ⾴）。それに伴い、サプライヤーが経営資源の⼤半をアセンブ







できなかった（⻄⼝, 2000, 80 ⾴）。この点に関して、⽇本政府が下請代⾦⽀払遅延等
防⽌法（下請法）を含む⼀連の法律を導⼊し介⼊政策を採るという状況までに⾄った
が、依存する仕組みを根本からこの問題を解決するまでには⾄らなかった（⻄⼝, 2000, 













る下請企業化が⾏われていった（植⽥, 2004, 59 ⾴）。第⼆に、⻑期に渡った⾼度経済
成⻑は、結果として⻑期継続的な関係を⽣じさせた。⻑期的な需要拡⼤によってアセ
ンブラーは、限定されたサプライヤーに対して⻑期継続的に発注することとなった（植
⽥, 2004, 59 ⾴）。第三に、アセンブラーとサプライヤーの双⽅に設備投資や技術の⾼
度化に対するインセンティブを⽣じさせた。⾼度成⻑期はアセンブラーだけでなくサ
プライヤーの両者ともに、需要がより⻑期的に増⼤していくという⾒込みを植え付け、
その⾒込みのもとで更なる設備投資や技術⾰新への対応を⾏った（植⽥, 2004, 60 ⾴）。
第四に、サプライヤーに対する管理⼿法が⾼度成⻑期を通じて⾼められていた。アセ
ンブラーはサプライヤーに対する指導や管理を担当する部署を⽴ち上げ、TQC の導












た（植⽥, 2004, 62 ⾴）。つまり、⾼度経済成⻑を前提とした設備投資を基盤としたア
センブラーとサプライヤーの取引関係を維持することが困難になったのであった。た
だし実際には、⽯油危機後もアセンブラーとサプライヤーの相互依存度合いに⼤きな












体で VA（value analysis, 価値分析）や VE（value engineering, 価値⼯学）活動が展
開されることとなった（植⽥, 2004, 62 ⾴）。VA は 1950 年代に採⽤され始め、製造中
の部品のコスト削減⼿段として 1960 年代以降に広く普及した（⻄⼝, 2000, 159-160
⾴）。この⽅法を⽤いることで、複雑化するコスト体系を細分化し、コスト削減に重要





















へと繋がったともされている（植⽥, 2004, 53 ⾴）。 
 







 ただし 1980 年代にはいると、中⼩企業の新規開業数は閉鎖数を下回るようになり、
労働⼒需要が落ちることでサプライヤーの供給⼒拡⼤は制約されるようになっていっ
た（港, 1990, 17 ⾴）。アセンブラーはサプライヤーによる無限供給弾⼒性を前提にで
きなくなり、特定のサプライヤーの⽣産能⼒への依存がより強まることとなった（港, 
















れる（⻄⼝, 2000, 148 ⾴）。基本契約では両当事者が守るべき⼀般的な義務が定めら
れているだけであり、想定される取引期間や価格決定時期などは明記されず⾮常に漠
然としている（浅沼, 1990, 5 ⾴）2。取引契約に曖昧さを残すことによって、アセンブ
ラーは予測が困難な⻑期の取引に仕様書やコスト詳細が不明確な製品開発段階からサ
プライヤーを動員することができた（港, 1990, 10 ⾴）。例えば、技術的要求内容が曖
昧な仕様書は、サプライヤーの裁量余地を広げ、技術改善のための主体的努⼒を促す
効果を発揮してきた（港, 1990, 10 ⾴）。つまり、サプライヤーに対して限りない努⼒
改善を求めるというわけである。⽇本の産業では、このような基本契約や確⽴した慣
⾏が頻発的な部品取引に関しては単⼀の契約書の代わりに⽤いられていた（浅沼, 
1990, 4 ⾴）。実際に、1970 年には製造業全体の 84％に基本契約が普及していた（⻄
⼝, 2000, 148 ⾴）。このように曖昧さを残す基本契約によって、アセンブラーはサプ
ライヤーの⾃助努⼒を限りなく引き出すことができた。 
 基本契約に加えて、アセンブラーはノンスイッチングの慣⾏と複社発注政策、評定
制度を導⼊した（浅沼, 1990, 6-9 ⾴）。まずノンスイッチングの慣⾏とは、製品のモデ
ルが継続される限り、アセンブラーは⼀度取引を⾏ったサプライヤーに発注し続ける































あった（浅沼, 1990, 8 ⾴）。 
                                                      
3 ただし、特定の部品に関しては同じ種類の専⽤⾦具や治具に対する⼆重投資を防ぐた
めに複社発注政策をとらない（浅沼, 1990, 6 ⾴）。⼆重投資によるリスクはアセンブラー
















にしたがって部品を製造する貸与図サプライヤーである（浅沼, 1990, 17 ⾴, 1997, 
187-188 ⾴）。もうひとつは、サプライヤーが作成しアセンブラーは承認するだけの図
⾯「承認図（drawings approved）」にしたがって部品を製造する承認図サプライヤー
である（浅沼, 1990, 17 ⾴, 1997, 187-188 ⾴）。貸与図サプライヤーが部品の製造能⼒
のみをアセンブラーに提供するのに対して、承認図サプライヤーは製品開発能⼒も提








な価格引下げ要求に応じるために⾏われる（浅沼, 1990, 28-29 ⾴）。また、開発段階で
は、サプライヤーはアセンブラーが貸与する図⾯に応じて製造⼯程を設計し、設計改




サプライヤーは、VA や VE を通じた価格削減に加えてアセンブラーの仕様に応える
能⼒が必要となる。サプライヤーは試作部品を設計・製作・テストし、アセンブラー
の要求を微妙な細部に⾄るまで理解しそれに適応する能⼒や設備を保有していなけれ




































ライヤーを選択することになる（植⽥, 2004, 73 ⾴）。第⼆に、アセンブラーが部品の
開発・設計に関する技術的な情報を必要以上に得ようとした。サプライヤーは⾃社の
コア技術となる部分までを開⽰しないように、承認図には最低限の情報のみを記すこ



































JIT や VA、VE などに従ってきた。 
このとき中⼩企業理論のなかで、系列取引を効率的な取引形態として賛美する「効
率性論」に対して、サプライヤーがアセンブラーの要求に応えるため不利益を被って
いたと主張する「問題性論」が論じられ始めていた（後藤, 1992, 132 ⾴; 下⾕, 1993, 




1983, 3-4 ⾴）。 
ただし他⽅で、アプリオリに議論されているアセンブラーとサプライヤーの関係が
必ずしも現実的な関係を指してきたわけではないという指摘もある（下川, 1992, 60




だと捉えることができる（植⽥, 2004, 83-86 ⾴）。承認図によって、サプライヤーはア
24 
 

















1960 年代に⽣じた労働⼒不⾜によって改善された（藤本, 1998, 56 ⾴）。第三に、サプ
ライヤーの品質管理や⽣産性は⾼まった。1980 年代前半には、⽇本のサプライヤーの
部品コストは⽶国に⽐べて相当に安く、アセンブラーの製品の品質は⽶国を相当に上





















移転による製造業のグローバル化を捉える議論（下川, 2002, 2004; 清, 2016 等）や、製
品アーキテクチャの概念など、製品開発に注⽬した議論（藤本, 2004; 藤本・クラーク, 
2009 等）、独⽴した企業が横に緩やかにつながる関係としてネットワークの概念に注⽬

















































す⼆⾯性を有していた（Foss, 1993, p. 129; ⼤野・花⽥・平野, 1998, 188-189 ⾴）。 
 取引費⽤理論は、コースの議論の⼀⾯である、市場とは異なり、階層構造による「集
権的な配分システム」として捉えた視点を引き継ぎ（⼤町・花⽥・平野, 1998, 189 ⾴）、







                                                      
6 契約論的アプローチは、企業を「情報の処理装置（firm as processor of information）
（磯⾕, 2004, 90 ⾴）」もしくは「契約の束（the nexus of contracts）（Foss, 1993, p. 130; 












（opportunism）、資産特定性（asset specificity）であった（Williamson, 1986, pp. 















（Williamson, 1986, p. 178, 邦訳 223 ⾴）。つまり、制限された合理性に加えて資産
特定性が加わると、⾝元が不確かな市場では取引が⾏われないため、法廷による秩序
                                                      
7 ウィリアムソンは、企業を制度化されたものとして捉えた初期の制度学派の議論とは
異なり、⾃らの議論は経営学者だけでなくサイモンら組織研究者やから影響を受けた折
衷主義的な議論であるとしている（Williamson, 1975, p. 1, 邦訳 5 ⾴）。 
29 
 
の効果がなくなる（Williamson, 1986, p. 178, 邦訳 223 ⾴）。そのため法廷に代わ
り、「制限された合理性を節約し⼀⽅、同時に、機会主義の危機から取引を防御する
ように取引を組織化」（Williamson, 1986, p. 178, 邦訳 223 ⾴）する階層構造のガバ
ナンスが必要となる。 
 ウィリアムソンはガバナンスを「組織の代替的な⼿段の有効性を評価する実習（an 
exercise in assessing the efficacy of alternative modes (means) of organization）」



























（浅沼, 1997）の議論が盛んに⾏われるようになった（磯⾕, 2004, 92 ⾴）。 






























legal fiction）の⼀形態であり、法律のもとでの⼈⼯的な構築物である（Jensen and 
Meckling, 1976, pp. 310-311）。つまり、法廷が市場の秩序を保っていたように、企業
はステークホルダー間に⽣じる契約ハザードを抑制し、取引費⽤を節約すると考えら
れている。そのため、課題はハザードを防ぐ契約はどのように設計されているのかを
明らかにすることであった（磯⾕, 2004, 94 ⾴）。 
 Alchian and Demsetz（1972）を嚆⽮とする所有権理論では、財やサービスに付随す









視者を置くが、監視者も怠ける可能性がある（Alchian and Demsetz, 1972, pp. 779-
790）。この問題は、監視者に所有権を与えることで解決できる。それはメンバーに賃
⾦を払った後に得る残余利益を得る権利（残余請求権）や契約を改定できる権利、こ
れらの権利⾃体を売る権利などである（菊澤, 2016, 223 ⾴）。これらの所有権は、労
働組合（employee union）を通して配分される（Alchian and Demsetz, 1972, p. 790）。 
 他にも、株主と経営者の関係では、株主に所有権が与えられる。これは株主が会社
の所有者であるからというわけではなく、残余リスクの負担者としてその権利を有す









 他⽅で、Jensen and Meckling（1976）に始まるエージェンシー理論では、プリンシ
パル（依頼主）が⾃⼰の⽬的を達成するための意思決定をエージェント（代理⼈）に





















                                                      
8 エージェンシー・コストとは、エージェントが⽀出するボンディング・コストとプリ
ンシパルが⽀出するモニタリング・コスト、残された厚⽣上の損失の 3 つからなる

































⾯を分析しようとした（Foss, 1993, p. 127; Hodgson, 1998a, p. 180, 1998b, p. 25; 磯













ーム的な状況である（天⾕, 2012, 12 ⾴）。ゲーム理論はこのゲーム的な状況で複数の
プレイヤーが⾏う戦略的な駆け引き（各プレイヤーの⾏動）を理論的に予測し、⼈々














                                                      
9 例えば、Hodgson（1998a, 1998b）によれば、企業の進化能⼒を捉えなおそうとした


























































事実や現実 世界を指す ことによっ て反駁ない し撃退する ことはでき ない」とす る




                                                      
12 ホジソンは旧制度学派に分類されるヴェブレン（Thorstein B. Veblen）の議論を振り
返り、新古典派のように変⾰が従属しなければならない均衡条件を⽰すのではなく、経
済の変化と転形の過程を分析し、なぜそうした変⾰が起こるのかを検討すべきであると
する（Hodgson, 1988, p. 22, 邦訳 21 ⾴）。 
13 Hodgson（1988）は、研究者⾃らが収集したデータを事実として指すことで、新古典






















い不確実性が置き去りにされてしまう（Hodgson, 1988, p. 204, 邦訳 218 ⾴）16。 








1988, pp. 203-205, 邦訳 217-218 ⾴）。。 
16 こうした研究者の都合のいいように現実の⼈間像を作り上げることで問題がすり替わ




























































ンを制度化する（Hodgson, 1988, pp. 205-208, 邦訳 219-221 ⾴）。 
このように企業と市場の差異を異なる制度化と捉えれば、ルールやルーティンは潜
在的に不安定な競争的市場から⽣じる破壊的な投機から企業を保護するために設計さ





い は 戦 略 的 に 振 る 舞 う 計 算 根 拠 を 与 え て い る こ と が 指 摘 さ れ る （ Cyert and 
March,1963; Pentland and Rueter, 1994; Pentland and Feldman, 2005; Becker, 

















































⾒解に⽴ち、資本主義の時間的可変性と空間的多様性を分析する（⼭⽥, 2004, 185 ⾴; 




の補完性のみならず階層性を捉える、という 3 つが挙げられる（ボワイエ, 1996, 29-




響を強く受けている（⼭⽥, 2004, 222 ⾴）。レギュラシオン理論は、経済は均衡に向
かう活動ではなく基本的に⼀定の構造が再⽣産されていく活動であるとしたマルクス
（Karl Marx）の議論に依拠しつつ議論を展開しようとした（⼭⽥, 2004,194 ⾴）。た
だし、再⽣産の考え⽅だけでは経済社会の統⼀性を強調するに終わり、利害の対⽴や
闘争、⽭盾などが調整されることによって不可逆的に経済社会が変化することを論じ
                                                      
17 レギュラシオン理論の代表的な研究者は、アグリエッタ（Michel Aglietta）とボワイ
























































崩壊していないと考える（⼭⽥, 2004, 222-223 ⾴）。 
 このような調整様式が設計されるためには、制度諸形態が相互に整合性をもつこと
が必要である（⼭⽥, 2004,223 ⾴）。この点は経済学で制度の補完性として理解されて







体制が形成されたと分析された（ボワイエ, 1992, 330-345 ⾴; ⼭⽥, 2004,224 ⾴）。だ
が今⽇のグローバルリズムの時代では、⾦融の変化に素早く対応できる国際体制が最
も重視され、それについで競争形態や国家形態が影響をうけ、最後に賃労働関係が規
定される（⼭⽥, 2004, 224 ⾴；ボワイエ, 1992, 165-170 ⾴）。つまり、主導的な制度




345 ⾴; ⼭⽥, 2004,224 ⾴）。だが今⽇のグローバルリズムの時代では、⾦融の変化に素
早く対応できる国際体制が最も重視され、それについで競争形態や国家形態が影響をう
け、最後に賃労働関係が規定される（⼭⽥, 2004, 224 ⾴；ボワイエ, 1992, 165-170
⾴）。つまり、主導的な制度は賃労働関係から国際関係や⾦融関係へと変わったのである












































（シャバンズ, 2007, 邦訳 124 ⾴）。ここで重要となるのが、慣⾏は恣意的であり曖昧
であるということである（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 4-6 ⾴）。この慣⾏の例
として、シャセラン・テヴノン（2006）は、同僚と 10 時 30 分にとるコーヒーブレイ
クをあげている。10 時 30 分にコーヒーブレイクを取ることに同僚と議論する必要も
ないが、10 時 30 分にコーヒーブレイクに⾏かなかったとしても罰則があるわけでは




る）（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 3-4 ⾴）。そのため、先述したように、慣⾏に
は調整するために規制的規則のような明⽰的な罰則を必要としない。このように慣⾏
は規範的性格や道徳的な性格はもたないが、従わねばならないと考えられることによ










定をおこなう」（シャバンズ, 2007, 邦訳 123 ⾴）。コンヴァンシオン理論はサイモン
の限定合理性の概念を導⼊し、⼈々は熟慮したプロセスの結果として意思決定を⾏う
ことを強調する（シャセラン・テヴノン, 2006, 邦訳 58 ⾴; ビヤンクール・シャセラ






導⼊された（ビヤンクール・シャセラン・ルベリゥ, 2006, 邦訳 247 ⾴）21。そのため、
結果を⽣み出したプロセスが合理的であれば、意思決定も合理的であると判断できる
とする（ビヤンクール・シャセラン・ルベリゥ, 2006, 邦訳 246 ⾴）。このように、個
⼈はコンテクストに強く拘束された限られた計算能⼒しかもたないと想定される（ド









ルティアグル・バティフリエ・メルシエール, 2006, 邦訳 84 ⾴）22。共通知があるた





とはない（Hodgson, 1988, p. 79, 邦訳 85 ⾴）。 
22 コンヴァンシオン理論の起点は、Lewis（1969）『コンヴァンシオン』および不確実性
を特徴とする経済の中での慣⾏の役割を解いたケインズの命題であり、共有知もルイス





























                                                      
23 ⽅法論的個⼈主義を保持しつつも、限定合理性が⽰す⼿続的な側⾯を認めることで根




 市場の社会学は、約 20 年前に社会学の分野に登場し、先述したレギュラシオン理
論やコンヴァンシオン理論と同様に、新古典派に対する批判から始まる（Mizruchi, 
2003, p. 145; Fligstein and Dauter, 2007, p. 105）。古くは Smelser and Swedberg（1994）
や Lie（1997）が市場の社会学の思想をまとめており、近年ではフリグスタイン（Neil 
Fligstein）が包括的なレビューを⾏っている。 

























and Dauter, 2007, p. 114）。だからこそ、市場の社会学は、企業や労働者、供給者、消
費者、政府など多様な利害関係者がいかに信頼という戦略的な⾏動によって関係が形
成されてい くのかを、 市場が形成 される政治 的なプロセ スとして捉 えようとす る
（Fligstein and Dauter, 2007, p. 105）。 
 市場の社会学以外でも、これまで研究者たちは製品市場や労働市場を分析し市場の
形成を説明しようと試みてきた。だが、結果として研究者が好むメカニズムの説明に
終わっている（Fligstein and Dauter, 2007, p. 113）。例えば、製品の⽂化構造に関⼼を
抱く研究者は、どのように⼈々が製品を使い、その製品が⼈々にとって何を意味する
かといった 消費者の価 値判断が安 定的な市場 の形成に重 要となるこ とを主張し た














ッ ト ワ ー ク と 制 度 、 ⾏ 為 遂 ⾏ 性 の そ れ ぞ れ に 注 ⽬ す る 3 つ の 研 究 が 検 討 さ れ る
（Fligstein and Dauter, 2007, p. 107）。⼀つ⽬は、White（1981, 2002）や Granovetter
（1974, 2005）らを中⼼に、アクター間の相関的連携に注⽬するネットワークの研究






の研究である（Fligstein and Dauter, 2007, p. 107）。この 3 つの研究は、企業や供給
者、顧客、従業員、政府が相互に作⽤する社会的アリーナ（social arenas）として市場
を捉え、主体間の関係が彼らの戦略的な⾏動に影響を与えることを強調する（Fligstein 











                                                      










27 この関係の形成は「翻訳（translation）」作⽤によって形成される（Callon, et al., 
1986, p. xvii）。翻訳とは特定のアクターが他のアクターを取り込むための⽅法であり
（Callon, et al., 1986, p. xvii）、アクターは他のアクターの特性や意図を⾃らの都合の良
い様に読み替えてそれらを動員する（⼤塚, 2006, 25 ⾴）。このとき、動員されるアクタ
ーは特定のアクターが⾃らの都合の良い様に読み替えることに対して抵抗や反逆、⾃ら
のネットワークへの再翻訳という⾏動をとることが可能であり、その結果ネットワーク
は可逆的で不安定となる（⼤塚, 2006, 25 ⾴）。 
52 
 
散 さ れ た 計 算 的 エ ー ジ ェ ン シ ー （ distributed calculative agency） 28 」（ Callon and 




（ objectification）」「 特 異 化 （ singularization）」「 特 性 の 共 構 成 （ co-elaboration of 
properties）」「財を計算可能にするために特異化する（singularizing a good to make it 










後 は 購 ⼊ 者 の 世 界 を 構 成 す る ⼀ 部 と な り 、 販 売 の 対 象 で は な く な る （ Callon and 






Muniesa, 2005, p. 1234）。 
第四に「財を計算可能にするために特異化する。」販売者から購⼊者に所有権が移転
するということは、購⼊者が無限にある財の中からそれを選択したことになる。それ
                                                      
28 エージェンシーとは、「⾏為し、考え、感情を経緯する全ての存在物のキャパシティ



















ーション29と呼ばれる（Callon, 2004; Callon and Muniesa, 2005）。Callon（2004）に
よれば、「⼈が何を望み、考え、感じるかということは、社会・技術的環境の配置・編
成のあり⽅（コンフィギュレーション）に依存する」（p. 4, 邦訳 41 ⾴）。⾔い換えれ
ば、様々な装置の集合体である社会・技術的なコンフィギュレーションに依存して、
多種多様な⼈間や⾮⼈間物のあり⽅は決定づけられる（Callon, 2004, p. 3, 邦訳 38, p. 






                                                      
29 コンフィギュレーションは、「共に（co）形づくること（figuration）」（川床, 2006, 










えるべきだというアイデアを⽣み出す（Callon, 2004, p. 8, 邦訳 49 ⾴）。そうするこ
とでドライバーの運動能⼒や倫理的判断は必要なくなり、代わりに⾃動⾞に搭載され
た技術的装置や道路に配置された標識が倫理的なものとなる（Callon, 2004, p. 8, 邦
























た（川床, 2006, 160 ⾴）。 
CNC 旋盤を使うにも、カム旋盤や普通旋盤の知識や技術が必要であった。そのため




この CNC 旋盤導⼊によって、CNC 旋盤のみを使うことで従来の社会・技術的関係
を解体した⼯場と、S ⼯場のように新旧両⽅の技術によって社会・技術的関係を再編













のデザイン 、⾔い換え れば計算的 エージェン シーを形作 る装置のデ ザインであ る
（Callon, 2004, p. 8, 邦訳 50 ⾴）。いかなる計算的エージェンシーを形作るかは、既
存のコンフィギュレーションに依存するだけでなく、装置のデザインにも依存する30。































                                                      



















性（appropriateness）を求めて参照する究極的価値であり（e.g., ⼭之内, 1997; Clegg, 




への質的変化をとげることで⽣じた（菅野, 1971, 5 ⾴）。形式合理性はいつしか各社
会にあるそれぞれの固有の価値観を相対化し、すべてを量化していく形式合理性が中











Rowan, 1977, pp. 341-343）。 
 こうしたウェーバーの合理性概念は、Weber（1920）の『プロテスタンティズムの


















説明しようとした。この理論的な傾向は、新制度派組織論の嚆⽮となった Meyer and 
Rowan（1977）や DiMaggio and Powell（1983）がウェーバーの再考を通じて検討さ
れてきたことに⾒られる31。彼らは、ウェーバーの官僚制論において⾒過ごされてき
た議論の再考を通じて組織の⾏動原理を説明しようとした。Meyer and Rowan（1977）













rationality）なのである（Meyer and Rowan, 1977, p. 343; Greenwood, Sahlin and 




4.3.2 「合理化された神話」としての効率性  
実 際 に 、 官 僚 制 組 織 は 公 式 な 設 計 図 に 従 っ て 機 能 す る （ organizations function 
according to their formal blue prints）というほど上⼿く機能するわけではないことが、
数 多 く の 経 験 的 研 究 か ら 明 ら か に さ れ て き た （ Meyer and Rowan, 1977, p. 343; 
DiMaggio, 2001a, pp. 14-15）。官僚制組織においてルールは度々破られ、うまくいく
はずの決定も不確実な結果を出す。Meyer and Rowan（1977）によれば、これは制度
の本質を理解すれば当然の帰結である。こうした現象を⾮効率的な⾏動とすることは、




                                                      
32 新制度派組織論が⾮効率性を追求する議論として理解されることがあるが、嚆⽮とな
る業績を作り出した DiMaggio や Powell ら⾃⾝によって、それが誤解であることが指摘
されてきた。DiMaggio and Powell（1991）は、新制度派組織論の⽬的が⾮効率性を露呈






























Rowan, 1977, pp. 341-343; Perrow, 1985, p. 153）。制度は、個々の⾏為について⾃由
裁量の余地を多分に残すものにならざるをえないのである（佐藤, 1999, 70-71 ⾴; 松
井, 2007, 41-45 ⾴; ⽵本, 1999, 103-111 ⾴, 2001, 107 ⾴）。むしろ、我々は制度を参
照することで、それぞれの実践的考慮（practical considerations）に応じた柔軟な対応




DiMaggio and Powell（1983）が提⽰した制度的同型化（institutional isomorphism）
の議論であった 。Greenwood et al.（2008）によれば、同型化と同質化を混同する誤
解は、制度がルールのような存在（rule-like status）であるというニュアンスを看過し
てきたために⽣じた（p. 5）。ルールではなく、ルールの「ような」存在だからこそ、
制 度 を 根 拠 に し た 多 様 な 戦 略 的 ⾏ 為 を 取 る こ と が で き る （ Leblebici, Salancik, 
Copayand King, 1991; Haunschild and Chandler, 2008）。つまり、ルールのように必ず
しも守らないといけないわけではなく、逆にルールのような存在である制度があるこ
とで、それを⼿かがりに、組織は新たな合理化のあり⽅を⾒出していくことができる
（e.g., Oliver, 1991; Powell, 1991, pp. 194-195）。 
こうした多様な合理化のあり⽅は、ウェーバーの時代には⾒られなかったものであ





ウェーバーの時代とは異なる合理化のあり⽅を捉えようとしたのが DiMaggio and 








（institutional expectations）は、組織の⾏為に⼤きな影響を与える（Powell, 1991, p. 
188）。制度を通して他者の⾏為をある程度予期することが可能になるからである










それゆえに、まず DiMaggio and Powell（1983）は関係的ネットワークを捉えるた
めの組織フィールド（organizational field）を想定する。競合他社との関係のみではな
く、多様な利害関係者とともに関係が築かれる側⾯を捉える分析単位を⽤意しようと




次に、DiMaggio and Powell（1983）は、関係的ネットワーク（relational networks）
における集合的合理性（collective rationality）が形成されるプロセスとして、制度を
媒介とした多様な利害関係者間の権⼒闘争や利害関係などの競争的プロセスを捉える





期 を 基 に ⾃ ら に 有 利 な 形 式 を 作 り 出 す こ と が 重 要 と な る （ Powell, 2000, p. 177; 
Greenwood and Meyer, 2008, pp. 262-262; Hwang and Powell, 2008）。個別の主体が
合理性を⽬指すだけでは勝ち残れない近代社会では、このような複雑に絡み合った集
























れ ぞ れ の 専 ⾨ 家 が ⾃ ら の 権 限 を 守 る た め に 都 合 の よ い 形 式 を 作 り 出 そ う と す る










































































































































ら 4 つの段階を経て、計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーションを考察する。 
 
   
     
図表 5-1-1 計算装置を通じた戦略的コンフィギュレーション 
 
5.2 研究⽅法 
 本研究では、事例研究によって上記の 2 つの研究課題にアプローチしていく。事例
研究の⽬的は、事例の⼀般化ではなく、事例がもつ固有性を研究することにある（ス
テイク, 2006, 102-103 ⾴）。固有性を研究するためには、事例独⾃の⽂脈、そこに⾒
69 
 









選択するべきとなる（ステイク, 2006, 115-116 ⾴）。 


























のを表象し、確固とした⼀般化に対する影響⼒を⾏使する（ステイク, 2006, 118 ⾴）。
「事例研究の⽅法とは、個⼈的で固有性のある経験に、形を与えていくための⽅法な










フレイ, 2006, 47 ⾴）。それに対して、⾮構造化インタビューは、オープンエンド形式
で⾏われ、問いの範囲を限定せずに複雑な⾏動を理解する際に⾏われる（フォンタナ・
























































図表 5-3-1 調査対象企業 
 企業名 事業内容 該当章 




第 6 章、第 7
章 
⼯具メーカー M 社 ⼯具の開発・製造・販売 第 6 章 
切削油メーカー K 社 切削油の開発・製造・販売 第 6 章 
材料メーカー 株式会社住軽テクノ34 アルミ押出素材・部材加⼯
製品の販売 
第 7 章 
アセンブラー A 社 総合重機械の開発・製造・
販売 
第 6 章 
 
                                                      
加⼯⽅法である。 
34 株式会社住友軽⾦属⼯業（以下、住友軽⾦属）の 100％⼦会社である。住友軽⾦属
は、2013 年 10 ⽉ 1 ⽇に古河スカイ株式会社との経営統合により、株式会社 UACJ のア
ルミニウム押出事業を担うグループ会社として、株式会社 UACJ 押出加⼯となった。 
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2008 年 10 ⽉ 11 ⽇（約 2 時間） 
2008 年 11 ⽉ 10 ⽇（約 3 時間） 
2008 年 11 ⽉ 17 ⽇（約 2 時間） 
2009 年 2 ⽉ 2 ⽇（約 3 時間 30 分） 
 
2009 年 2 ⽉ 21 ⽇（約 1 時間） 
 
2009 年 9 ⽉ 26 ⽇（約 2 時間） 
2010 年 1 ⽉ 11 ⽇（約 1 時間） 
2010 年 4 ⽉ 7 ⽇（約 2 時間） 
2010 年 5 ⽉ 8 ⽇（約 2 時間 30 分） 
2013 年 2 ⽉ 26 ⽇（約２時間） 
2013 年 11 ⽉ 27 ⽇（約 2 時間） 
 
2015 年 6 ⽉ 25 ⽇（約 1 時間） 
2016 年 6 ⽉ 21 ⽇（約 2 時間） 
M 社 営業 H ⽒、阪急ホテルラウン
ジ 
 
2010 年 4 ⽉ 9 ⽇（約 1 時間 30 分） 
 
K 社 取締役 M ⽒、K 社本社 2010 年 4 ⽉ 16 ⽇（約 1 時間） 
 




2010 年 4 ⽉ 30 ⽇（約 2 時間 30 分） 
 
                                                      





A 社 技術開発本部副本部⻑ S ⽒、
A 社本社 
2010 年 4 ⽉ 7 ⽇（約 2 時間） 











図表 5-3-3 ⼭本⾦属の沿⾰（⼯場展開を中⼼に） 
年⽉ 沿⾰ 規模（坪） 
1965 年 2 ⽉ ⼭本⾦属製作所を創業（⼤阪市東住吉区）  
本社⼯場を操業開始 250 
1972 年 12 ⽉ 現在地に移転 （⼤阪市平野区36）  
1978 年 7 ⽉ 第⼆⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 110 
1985 年 12 ⽉ 第三⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 120 






1990 年 4 ⽉ サンツアー精密株式会社（滋賀⼯場）を設⽴（資本
⾦ 4,950 万円、滋賀県甲賀市） 
500 
1992 年 1 ⽉ ⼭本⾦属⼯業株式会社第⼆⼯場を設⽴（第⼆⼯場
を⼦会社化する） 
 
                                                      
36 1974 年、⼤阪市の区変更により、現住所が東住吉区から平野区に変更される。 
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1994 年 3 ⽉ サンツアー精密株式会社（滋賀⼯場）を閉鎖  
1994 年 4 ⽉ ⼭本精密株式会社を設⽴（⼤阪府⼋尾市） 500 
1996 年 1 ⽉ 本社南⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 90 
1998 年 3 ⽉ 本社北⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 50 
2002 年 10 ⽉ ⼭本精密株式会社を増設 500→1000 
2004 年 4 ⽉ ⻑岡⼯場（第⼀⼯場）を設⽴（⼤阪市平野区） 60 
2005 年 3 ⽉ 本社⻄⼯場を設⽴（⼤阪市平野区） 60 
2006 年 8 ⽉ 技術開発センターを設⽴（⼤阪市平野区） 100 
2007 年 3 ⽉ 物流センターを設⽴（⼤阪市平野区） 300 
2007 年 11 ⽉ ⻑岡⼯場（第三⼯場）を設⽴（⼤阪市平野区） 30 
2008 年 5 ⽉ ⻑岡⼯場（第⼆⼯場）設⽴（⼤阪市平野区） 40 
2008 年 9 ⽉ 技術開発センター2 号館を設⽴（⼤阪市平野区） 110 
2012 年 1 ⽉ 岡⼭研究開発センターを岡⼭市北区芳賀（岡⼭リ
サーチパーク内）に設⽴ 
 










図表 5-3-4 ⼭本⾦属が扱う加⼯部品の⼀部37 




阪府⼋尾市と平野区に合計で 12 の⼯場38（図表 5-3-3 および 5-3-4）、⼆つの技術開発
センタ （ー図表 5-3-6）を抱えるまでに成⻑した。それらの⼯場や技術開発センターは
⼋尾市の⼯場を除き、約 400 メートル四⽅のなかに配置されている（図表 5-3-7）。 
 













図表 5-3-6 技術開発センター1 号館（平野区）40 




















図表 5-3-8 計測・評価事業で扱う計測機器や評価試験サービスの⼀部41 
 
 





図表 5-3-10 認定・受賞の⼀部抜粋43 
年⽉ 内容 
2009 年 1 ⽉ 川崎重⼯業株式会社より「品質優良賞」を受賞（⼭本⾦属） 
2009 年 10 ⽉ 全国中⼩企業団体中央会「ものづくり中⼩企業製品開発等⽀援





























2012 年 7 ⽉ 公益財団法⼈岡⼭県産業振興財団「低コスト・短納期を実現す
る⾼精度板厚内部残留応⼒計測システムの開発」に認定（⼭本
⾦属） 
2013 年 12 ⽉ 「医療機器製造業許可」取得（⼭本⾦属、⼭本精密） 
2014 年 11 ⽉ グッドデザイン・ベスト 100 受賞 ものづくりデザイン賞受賞 
「4 連式回転曲げ疲労試験機 GIGAQUAD®」（⼭本⾦属） 






















































































































                                                      
45 準⼯業地域とは、都市計画法による⽤途地域の⼀つで、主に環境悪化の恐れのない⼯
場の利便を図る地域である。 




































で、1994 年 3 ⽉には滋賀⼯場を閉鎖し、サンツアー精密株式会社は事実上倒産するこ
ととなった。結果、⼭本⾦属に残ったのは、先⾏投資してしまった⼤量の NC 旋盤48
をはじめとした切削加⼯機械と多額の借⾦だけであった。⼀部の機械は売却したもの













 (1) 負の遺産として背負い込んだ機械の効率的な運⽤ 









                                                      




























































































































































                                                      
49 しかも、2006 年頃からは、この⽬安が 16％程度にまで引き下げられている。現在
（2008 年）では、半導体製造装置部品は 5％、受注量が多い建設機械でも 20％に満たな















を使い⽣産⽣を⾼めるため、2002 年には⼯場の敷地⾯積も 500 坪から 1000 坪にまで
拡張された。⼋尾⼯場が⽴て直されたことは売上⾼からもうかがえる。当初、⽉間 1200























6.2 ⼭本⾦属の効率性を探求する（1990 年代−2000 年代） 










































































































































































































































































































（2010 年 11 ⽉ 10 ⽇インタビューより） 
 


























いう発想のもとに、11 ⼯場の近隣に設⽴したのが 2 つの技術開発センター（1 号館、
2 号館）であった。1 号館は 2006 年に設⽴され、主に研究加⼯のデータの蓄積を⾏う。




































































































































































































































































































































































4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 















































（2010 年 4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 
 
7.1.1 ルールとしての評価基準のデザイン：被削性と⾦属疲労度 































































































（2010 年５⽉ 8 ⽇インタビューより） 
   
 























の。（2016 年 6 ⽉ 21 ⽇インタビューより） 
 
 





























図表 7-1-2  4 連式回転曲げ疲労試験機 GIGA QUAD®YRB300L60 
 














































メーカーっていうのはないので。（2010 年 4 ⽉ 30 ⽇インタビューより） 
 




















































































それがフライス盤でも、8 回が限界、今は 10 何コーナーっていう形で
増えています。うん、いびつな形のチップが増えてきてます。（2010 年
























































































































































インしていた。それが被削性を計測する MULTI INTELLIGENCE®である。 
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